
証券コード 2480

2022年6月3日

株 主 各 位
東 京 都 目 黒 区 東 山 ２ 丁 目 ６ 番 ３ 号

システム・ロケーション株式会社
代表取締役社長 千 村 岳 彦

１．日 時 2022年6月22日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都目黒区東山2丁目6番3号

本社ビル5階会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １.第54期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

２.第54期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）計算

書類報告の件

第54期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第54期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知

申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権

を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご

検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

［書面による議決権行使の場合］

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６

月21日（火曜日）午後5時30分までに到着するようご返送ください。

［インターネットによる議決権行使の場合］

　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセ

スしていただき、画面の案内にしたがって、2022年６月21日（火曜日）午後

5時30分までに、議案に対する賛否をご入力ください。

　なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インタ

ーネットによる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し

あげます。
敬　具

記
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決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役１名選任の件

第４号議案 監査役１名選任の件

第５号議案 取締役の報酬額改定の件

第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.slc.jp/)
に掲載させていただきます。
　※当日の健康状態や体調等に十分ご配慮のうえ、ご無理をなされないようお願
いいたします。

　(新型コロナウイルスに関するお知らせ）
新型コロナウイルス感染予防及び拡散防止のため、スタッフはマスク着用にて対
応させて頂きます。株主総会にご出席される株主様におかれましても、株主総会
開催日時点の状況やご自身の体調をご確認の上、マスク着用などの感染予防にご
配慮頂き、ご来場くださいますようお願い申し上げます。
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株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議決権行使についてのご案内

株主総会に

ご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出ください。

日　時

インターネットで議決権

を行使される場合

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い。

行使期限

こちらに議案の賛否をご記入ください。

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示

のうえ、ご返送ください。

行使期限

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議

決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議

決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

2022年6月22日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前9時30分）

2022年6月21日（火曜日）

午後5時30分到着分まで

2022年6月21日（火曜日）

午後5時30分入力完了分まで
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インターネット等による議決権行使のご案内

ＱＲコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使コードおよびパスワードを入力す
ることなく議決権行使ウェブサイトにログイ
ンすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入

力ください。
4

議決権行使ウェブサイトにアクセスし

てください。
1

「次へすすむ」を

クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」

を入力

「ログイン」を

クリック

「パスワード」

を入力

実際にご使用に

なる新しいパス

ワードを設定し

てください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に

限り可能です。

議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お

手数ですがＰＣ向けサイトへアクセスし、議決

権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・

「パスワード」を入力してログイン、再度議決権

行使をお願いいたします。

※‌�ＱＲコードを再度読み取っていただくと、 

ＰＣ向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のＱＲコード

を読み取ってください。
1

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

※‌�「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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（ 2021年4月 1日から
2022年3月31日まで ）

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　第54期（2021年4月1日から2022年3月31日）におけるわが国経済は、依然として新

型コロナウイルス感染症拡大の影響が継続し、1年延期の末に開催された東京オリン

ピック・パラリンピックも海外からの大会観客受け入れ断念にとどまらず、国内観

客においても、ほとんどの会場が無観客となったことで期待された経済効果は得ら

れず終了しました。

2022年に入り、新型コロナウイルス感染症の第６波が収束に向ったことで2022年3

月21日にまん延防止法等重点措置が全解除され、その後、感染増に転じた地域もあ

ったものの、ワクチン接種効果の浸透等から厳しい環境が徐々に緩和される期待が

高まっておりましたが、2022年2月24日のロシアによるウクライナ侵攻は終息せず、

資源高を起点とするインフレや円安の加速など景気失速の懸念が急速に拡大しつつ

あり、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

　このような社会環境の中、自動車業界全体においては、半導体の供給逼迫の影響

を受け、世界的な減産となり、国内においても新車販売台数が約23万台減（前期比

9.4％減）と３年連続のマイナス、２年連続で500万台割れとなり、新車販売店にお

いては「受注残を抱えるも売上が上がらない」と言う状況が続き、業績や資金繰り

への厳しい影響が拡大しております。中古車市場においては、新車長納期化による

下取りの停滞や中古車需要増により、中古車価格が高騰し中古車競売価格が過去10

年の最高値を更新するも、約374万台（前期比2.9％減）と概ね前期並みの水準に留

まりました。

　当社グループは当期におきまして、前期に引き続き、継続的な事業の成長を目標

として当社の基本商品である「ＲＶ Ｄｏｃｔｏｒ」、「ＰＶ Ｄｏｃｔｏｒ」、

「車種ＤＢ」を組み込んだプラットフォームの利用拡大、自動車販売事業者向け販

売支援システム「ＣＡ Ｄｏｃｔｏｒ」の拡販、お客様のニーズに対応した新機能追

加や新商品開発の推進に取り組みました。

　その結果、当期における売上高は1,302,170千円（前期比14.6％増）と4期連続の

増収になりました。利益面については、営業利益は553,435千円（前期比26.7％増）

と5期連続の増益および3期連続の最高益更新、持分法投資利益等を加減した経常利

益は555,027千円（前期比17.9％増）となりました。また、親会社株主に帰属する当

期純利益につきましては、特別利益として子会社株式の売却益など54,837千円を計

上した結果、422,443千円（前期比7.9％増）となりました。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大による当期の業績への大きな影響はありま

せん。
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本社

本社

　本社ビル改修

　ＣＡドクター用システムウエア

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は87,438千

円で、その主なものは次のとおりであります。

イ. 当連結会計年度中に完成した主要設備

ロ. 当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充

　　該当事項はありません。

ハ. 当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

　　該当事項はありません。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　当社は、2021年6月1日付で、株式会社ミネルバグランディールの全株式を同社代表

取締役社長篠原隆平氏に売却し、同社は当社の子会社ではなくなりました。

　また同日にて当社子会社のジェイ・コア株式会社にて株式会社ミネルバグランディ

ールのシステム開発事業を譲り受けました。
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区 分
第51期

(2019年3月期)
第52期

(2020年3月期)
第53期

(2021年3月期)

第54期
(当連結会計年度)

(2022年3月期)

売 上 高　(千円) 930,861 1,065,711 1,136,005 1,302,170

経 常 利 益  (千円) 359,854 493,986 470,949 555,027

親会社株主に帰
属する当期純利
益

　(千円) 241,494 327,511 391,454 422,443

１株当たり当期純利益 (円) 68.44 92.82 110.95 119.73

総 資 産　(千円) 2,603,355 2,890,265 3,282,406 3,600,716

純 資 産　(千円) 2,188,884 2,391,528 2,718,401 3,051,222

１株当たり純資産額 (円) 620.37 677.81 767.78 863.30

区 分
第51期

(2019年3月期)
第52期

(2020年3月期)
第53期

(2021年3月期)

第54期
(当事業年度)
(2022年3月期)

売 上 高　(千円) 927,075 1,065,484 1,136,005 1,275,772

経 常 利 益  (千円) 353,642 489,330 471,484 580,184

当 期 純 利 益　(千円) 234,793 316,460 463,526 393,969

１株当たり当期純利益 (円) 66.54 89.69 131.37 111.66

総 資 産　(千円) 2,378,001 2,661,235 3,173,139 3,473,485

純 資 産　(千円) 1,979,577 2,179,346 2,630,176 2,936,405

１株当たり純資産額 (円) 561.05 617.68 745.45 832.26

(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日)等を当連結会計年

度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等

を適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年3月31日)等を当事業年度の

期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を適用し

た後の数値となっております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

ジェイ・コア株式会社 100,000千円 100％ ITシステムの企画、設計、開
発、運用保守サービス全般

千車科技（北京）
有限公司

US$ 800,000 100％ ファイナンス事業者向け業務支援

Value able Co.,Ltd. KRW 500,000,000 80.0％
自動車関連コンテンツ開発事業及
び自動車関連事業者向けシステム
サービス事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）2021年5月にて当社は、株式会社ミネルバグランディールの全株式を売却したた

　　　め、同社を連結子会社から除外いたしました。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、経営理念「Co-Creation」の実現に向け、企業価値を高め、成長シ

ナリオを実現し続けるために、以下を対処すべき主要課題として取り組み、企業体質

および商品力の強化を図り、収益の向上を目指します。

１. システム事業の推進
　当社のクラウド型ＢＰＯ（*）サービスをより拡充・進化させ、個々のメニュー

を有機的に組み合わせて、収益の拡大・収益力の向上に努めます。具体的には既

存ドメインである自動車ファイナンス市場への新たなサービスの開発や投入、成

長ドメインである自動車流通市場への営業強化を図ります。

　＊ Business Process Outsourcing　の略

２. 人材の採用強化と育成
　事業の継続と拡大、成長戦略の実現などすべての企業活動において、優れた人

材の確保と育成が重要と認識しております。また事業規模の成長スピード、事業

収益力の確実性を高めるには、組織の活性化や社内環境づくりが必要と認識して

おり、今後もさらなる優秀な人材の採用と育成、生産性を高める職場環境構築を

図ります。

３. 企画力・技術力の強化
　技術の加速度的な進展のなか、「100年に1度の大変革」と言われる自動車業界

における当社のドメインにおいても、戦略的なIT活用による事業運営、事業拡

大、また新規事業への対応に対するニーズが高まってきております。今後もこの

ような顧客ニーズに十分に対応し、顧客に価値を提供し続けるために、企画力・

技術力の強化は主要課題だと認識しております。これまでの当社固有の専門性や

当社ドメインに対する企画力に加え、より付加価値の高いサービスの開発・提供

を実現するため、顧客の新たなニーズに応える企画力、新技術への取り組みの強

化に努めてまいります。
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４. 経営環境変化への対応
　新型コロナウイルス感染症の世界的拡大、加えてロシア・ウクライナ問題による国際

関係、社会、世界経済、日本経済への影響は未だ計り知れません。当社の事業活動にお

いても少なからず影響があると判断しておりますが、その大きさや継続性、また直接的

か間接的かと言う点などにおいて、影響は様々であり、まだ不明な点が多いと認識して

おります。当社では、これを事業環境・影響環境の変化としてとらえ、その変化に対応

するため、前記３の「企画力・技術力の強化」とともに、営業においても環境に応じた

スタイルへと柔軟に変化させ営業力の厚みを増すことで、負の影響の最小化を図り、更

には転じて当社の強みとなるよう努めてまいります。なお、ロシア・ウクライナにおけ

る取引金額はグループ全体の1％未満と僅少であり、現時点でのロシア・ウクライナで

の事業活動はございません。

　株主の皆様におかれましては、引き続き何とぞ一層のご指導、ご支援を賜りますよ

う、よろしくお願い申し上げます。

(5) 主要な事業内容（2022年3月31日現在）

　当社グループは、「ファイナンステクノロジー（＊１）、及びインフォメーション

テクノロジー（＊２）を融合した『ＩＴプラットフォーム』を提供する」ことを目指

す自動車関連事業者向けのクラウド型ＢＰＯサービス企業です。

＊１ オートリース事業者等を中心にファイナンス事業者全般を対象にしています。

＊２ 自動車ファイナンス事業者及び自動車販売事業者に必要なシステムの開発なら

びに提供を行っています。

事 業 所 名 所 在 地 設 備 の 内 容

本 社 東 京 都 目 黒 区 本 社

(6) 主要な営業所（2022年3月31日現在）
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事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

営 業 部 門 17（-）名 1名減　  ( － ）

シ ス テ ム 部 門 16（4） 2名減　 (1名減）

管 理 部 門 6（-） －  　 ( － ）

合 計 39（4） 3名減 　(1名減）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

28名 2名減 41.0歳 8.5年

(7) 使用人の状況（2022年3月31日現在）

　①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外

数で記載しております。

　②当社の使用人の状況

（注）使用人数には使用人兼務役員、契約社員を含み、役員、臨時雇用、派遣社員は含ま
れておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）

      該当事項はありません。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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 ① 発行可能株式総数 7,698,000株

 ② 発行済株式の総数 3,570,000株 (自己株式41,783株を含む)

 ③ 株主数 566名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 タ イ ム ラ ー 1,710,000株 48.47％

千 　 村 　 岳 　 彦 890,000 25.23

水 　 元 　 公 　 仁 90,000 2.55

BNY GCM CLIENT ACC OUNT JPRD AC ISG 84,700 2.40

大 重 知 弘 60,100 1.70

Q U I N T E T  P R I V A T E  B A N K 46,000 1.30

千 　 村 　 紫 　 乃 45,000 1.28

千 　 村 　 勇 　 貴 45,000 1.28

小 堀 裕 貴 42,700 1.21

小 堀 聡 太 42,200 1.20

２. 会社の現況

（1）株式の状況（2022年3月31日現在）

 ④ 大株主の状況（上位10名）

    (注) 1.当社は自己株式を41,783株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお

ります。

2.持株比率は自己株式を控除して計算しております。

 ⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

　　該当事項はありません。

（2）新株予約権等の状況

① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付し

た新株予約権の状況

該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 千 村 岳 彦

専 務 取 締 役 前 田 　 格
 経営企画室長　兼　ＩＣＴ部長

 管理部管掌

常 務 取 締 役 内 村 裕 一  営業部管掌

取 締 役 林 　 雅 大  システム・技術担当

取 締 役 永 野 竜 樹

ｵｰﾙﾆｯﾎﾟﾝ･ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

代表取締役社長

ﾄｰｾｲ㈱社外監査役

常 勤 監 査 役 小 島 　 寔

監 査 役 鈴 木 清 雄  社会保険労務士

監 査 役 山 中 雅 雄

 弁護士

 ㈱ﾁﾖﾀﾞ社外監査役

 ﾄｰｾｲ㈱社外取締役

（3）会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2022年3月31日現在）

（注） １. 取締役永野竜樹氏は、社外取締役であります。
２. 監査役小島寔、監査役鈴木清雄及び、監査役山中雅雄の三氏は、社外監査役

であります。
３. 当社は取締役永野竜樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し､同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額の範囲内としており

ます。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の

原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

③ 補償契約の内容の概要等

該当事項はありません。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は役員であり、被保
険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の職務の執行に
関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる
ことのある損害が補填されることとなります。ただし、被保険者の職務執行の適正
性が損なわれないようにするため、違法に利益または便宜を得たことや、犯罪行
為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取締法規に違反することを認識し
ながら行った行為の場合には対象としないこととしております。

－ 12 －



⑤ 取締役及び監査役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

a.報酬等の額決定に関する方針

　当社の役員報酬につきましては、「役員規程」に基づき、代表取締役が、株主

総会で決議された報酬限度額の範囲内で各役員の役割、責任、および貢献度、な

らびに前年度の会社業績や経済状況を考慮して作成した個別報酬原案を、社外独

立役員１名および監査役３名で構成される社外役員会議に提案し審議の上、決定

しております。

　なお、当社の役員の報酬体系は、固定報酬のみで業績連動報酬は導入しており

ません。

b.役員の報酬等に関する株主総会の決議年月日

　当社の取締役の報酬限度額は、2000年5月25日開催第32期定時株主総会において

年額100百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されておりま

す。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、5名です。

　監査役の報酬限度額は、1979年5月31日開催第11期定時株主総会において年額50

百万円以内と決議されております。また、監査役報酬は、その独立性に配慮しつ

つ、職務および責任に見合った報酬水準とし、監査役が協議の上決定しておりま

す。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、3名です。

c.役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有するも

の、および裁量の範囲

　取締役の報酬の額については「役員規程」に基づき代表取締役社長である千村

岳彦氏、監査役の報酬の額については監査役会であり、その権限の内容、および

裁量の範囲は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において決定権限を有

しております。

　取締役会は、代表取締役社長千村岳彦氏に対し各取締役の基本報酬の額の決定

を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役

の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであ

ります。

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、社外役員会議が原案につ

いて決定方針との整合性を含め総合的に検討を行っており、取締役会としてもそ

の答申内容を尊重し、当事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容が決定方針

に沿うものであると判断しております。

d.役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方針

　個別の取締役報酬については、各役員の役割と責任、および当社業績水準等に

応じた報酬水準とし、また、当社が目指す業績水準と達成状況と貢献度に応じ

て、経営層の報酬として競争力や成長意欲の維持向上を実現できる報酬水準を、

代表取締役が社外役員会議と協議のうえ、決定しております。
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区 分 報 酬 等 の 総 額
報酬等の種類別の総額

対象となる
役員の員数基 本 報 酬

業績連動報
酬 等

非金銭報酬
等

取 締 役
（うち社外取締役）

75,306千円
（2,400千円）

75,306千円
（2,400千円）

－
（－）

－
（－）

5名
（1）

監 査 役
（うち社外監査役）

9,600千円
（9,600千円）

9,600千円
（9,600千円）

－
（－）

－
（－）

3
（3）

合 計
（うち社外役員）

84,906千円
（12,000千円）

84,906千円
（12,000千円）

－
（－）

－
（－）

8
（4）

取締役会（19回開催） 監査役会（16回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率

取締役 永野竜樹 18回 95％ - -

監査役 小島  寔 19回 100％ 16回 100％

監査役 鈴木清雄 19回 100％ 16回 100％

監査役 山中雅雄 19回 100％ 16回 100％

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注)取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

⑥ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役永野竜樹氏は、オールニッポン・アセットマネジメント株式会社の代表
取締役社長、トーセイ株式会社の社外監査役であります。なお、各社と当社と
の間には特別の関係はありません。

・監査役山中雅雄氏は､株式会社チヨダの社外監査役、トーセイ株式会社の社外
取締役であります。なお、各社と当社との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
a. 取締役会、監査役会への出席状況

b. 主な発言状況及び、社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
・永野竜樹氏は、大手金融機関における経験を有し、現在も運用会社取締役とし
て企業経営に携わっており、取締役会において、その幅広い経験と専門的な高
い見識を基に、他の取締役に対する監督機能を十分に発揮するとともに、取締
役の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま
す。

・小島寔氏は､社外監査役として行った監査の報告をし、取締役会において､主に
当社事業に対する知見及び経営全般に関する見識を有する監査役としての発言
を行っております。また監査役会において、当社の内部監査について適宜、必
要な発言を行っております。

・鈴木清雄氏は､取締役会において､主に社会保険労務士としての専門的見地なら
びに経営全般に関する見識を有する監査役としての発言を行っております。ま
た監査役会において、当社の内部監査について適宜、必要な発言を行っており
ます。

・山中雅雄氏は､取締役会において､主に弁護士としての専門的見地ならびに経営
全般に関する見識を有する監査役としての発言を行っております。また監査役
会において、当社の内部監査について適宜、必要な発言を行っております。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,380千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その

他の財産上の利益の合計額
17,380千円

（4）会計監査人の状況

① 名称　EY新日本有限責任監査法人

② 報酬等の額

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質
的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額に
はこれらの合計額を記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行っ
たうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社の会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、適正な監査

の遂行が困難であると、監査役全員が認めた場合、監査役会は全員の同意に基づき

当該会計監査人を解任するものとします。

　また、当社の会計監査人について、法定解任事由に該当する事実がある場合のほ

か、会計監査人としての独立性、信頼性、効率性等を評価し、より適切な監査を期

待できる会計監査人の選任が必要と判断した場合は、監査役会は、株主総会に提出

する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

⑥ 補償契約の内容の概要等

　該当事項はありません。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　当社は、2015年5月20日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針につい

て決議しております。基本方針の概要は、以下のとおりです。

(1)取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

 ①全役職員の日常活動における行動基準であり、かつコンプライアンスの基本方針及び遵

守基準である「システム・ロケーション株式会社倫理・行動規範」の浸透を図るととも

に、「コンプライアンス管理規程」を制定し、コンプライアンスの徹底と企業倫理の確

立を図る。

 ②代表取締役社長を委員長とする内部監査委員会がコンプライアンスの推進及び徹底を図

るための協議・調整を行う機関となり、管理部担当役員が「実施統括責任者」としてコ

ンプライアンスの推進・徹底を図るため、組織・体制を整備するとともに、違法行為な

どに関する情報把握ルートの確保を図るため、内部通報制度を「コンプライアンス管理

規程」内において設ける。

 ③「職務権限規程」、「業務分掌規程」に基づき、特定の者に権限が集中しないよう内部

牽制システムの確立を図る。

 ④内部監査を実施して不正の発見・防止と業務プロセスの改善に努める。

(2)取締役の職務の執行にかかる情報の保持及び管理に対する体制

 ①取締役の職務の執行にかかる情報については、法令、定款及び「文書管理規程」に基づ

き、適切かつ安全に管理する。

 ②情報セキュリティ管理についての規程を策定し、当社グループにおけるリスク情報の管

理を徹底する。

 ③内部監査委員会は「コンプライアンス管理規程」に基づいて、取締役、従業員に対し

て、法令、定款、「文書管理規程」に則った文書の保存、管理を適正に行うように指導

する。

 ④取締役及び従業員は、取締役の職務の執行にかかる情報を適切かつ確実に、取締役また

は監査役が閲覧を要求した場合に、いつでも閲覧及び検索が可能な状態で保管してお

く。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

 ①会社が直面するリスクを管理するために策定された「リスク管理規程」の取締役及び従

業員への浸透を図る。

 ②「リスク管理規程」に従い、リスク管理方針を策定し、適切にリスク管理を行うための

組織・体制及びリスク管理における役割と責任を明確に定めるとともに、統合的なリス

ク管理の推進・徹底を図るため代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員会」を

設置する。また、「リスク管理統括部門」は、リスク及びリスク管理の状況をモニタリ

ングするとともに資本の十分性を検証する。

 ③大規模な事故、災害、不祥事、感染症拡大、その他の緊急事態が生じた場合には、危機

対策本部を設置するなどして迅速にこれに対応し、損害の拡大の防止に努める。
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(4)取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制

 ①取締役会は毎月1回定期的に行うほか、適時随時に実施し、法令、定款及び「取締役会

規程」に従って、重要事項について審議・決定を行う。

 ②取締役は、幹部職員を含めた定例的な情報交換会を実施するとともに、必要に応じて適

時ミーティングを実施して活発な情報交換を図り、迅速な対応が要求される事項につい

てスピーディーな意思決定を可能にする。

(5)当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

 ①当社グループ共通の行動指針として、「システム・ロケーション株式会社倫理・行動規

範」、その他の重要な基本方針等の精神を共有し、当社とともにこれらを実践する。

 ②「関係会社管理規程」に従って、子会社の経営及び業績を管理、指導する。

(6)監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制と当該従業員の取締役からの独立性に関

する事項

 ①監査役が必要とした場合は、監査役の職務を補助する従業員を置くこととする。

 ②当該従業員は、監査役より受けた業務に関し、取締役などの指揮命令に服さない。当該

従業員の任命、異動、評価、懲戒は監査役の意見を尊重した上で行うものとする。

 ③当該従業員が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査役にかかる業務を優先して従事

するものとする。

(7)取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制

 ①当社グループの取締役及び従業員は、法令違反事実、会社に著しい損害を与える事実が

あることを発見した場合は、「コンプライアンス管理規程」に定める内部通報制度を活

用して、コンプライアンス委員会内に設置される通報者に不利益が及ばない「コンプラ

イアンス相談窓口」にその報告を行うとともに、監査役に対して、当該事実に関する事

項を速やかに報告することとする。

 ②リスク・コンプライアンス情報を受け取った「実施統括責任者」または「コンプライア

ンス担当部門」は、迅速、かつ適切に対応するとともに、当該情報について監査役に報

告するものとする。

 ③当社グループの取締役及び従業員は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求めら

れた場合には、速やかに報告を行わなければならない。

(8)その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

 ①監査役は、内部監査の年次計画について事前に説明を受け、修正を求めることができる

ものとする。実施状況についても、適宜報告を受け、必要に応じて追加監査の実施、業

務改善策の策定などを求めることができる。

 ②監査役は、会計監査人を監督し、会計監査人の取締役からの独立性を確保するため、会

計監査人の監査計画について事前に報告を受けることとする。会計監査人の報酬及び会

計監査人に依頼する非監査業務については監査役の事前承認を要するものとする。

 ③監査役は､取締役､従業員等と､必要に応じていつでも意見交換を行なうことができる。

 ④監査役は、必要に応じていつでも、重要と思われる会議に出席することができる。

 ⑤監査役が、その職務の執行について生ずる費用または債務の前払いまたは償還等の請求

をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やか

に当該費用または債務を処理する。
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(9)財務報告の信頼性を確保するための体制

 ①財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の

有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長の指示の下、当社グループ全体に対する内

部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に評価し、必

要な改善を行う。

 ②法令及び証券取引所の規則を遵守し、適正かつ適時に財務報告を行う。

 ③内部監査部門は、全社的な内部統制の状況や業務プロセス等の把握・記録を通じて評価

及び改善結果の報告を行う。

 ④取締役及び従業員は、「内部統制改善報告制度」に則り、内部統制上是正措置を施すべ

き不備を発見もしくは認知した場合には、その内容を当社取締役に報告する。報告を受

けた取締役は、代表取締役社長に当該内容を報告し、代表取締役社長がその不備の改善

のための方策を指揮し、改善状況を取締役会にて、取締役、監査役に報告する。

(10)反社会的勢力の排除

　社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、断固たる

行動をとることを周知徹底し、一切の関係遮断に向けた取り組みを推進する。

(11)業務の適正性を確保するための体制の運用状況

　当社は、前記の業務の適正を確保するための体制について、内部統制システム基本

方針に基づき、適切な整備とその運用に努めております。当連結会計年度における当

該体制の運用状況は以下のとおりです。

 ①取締役は、取締役会を毎月開催し、取締役及び使用人の職務執行の適正性、経営リスク

または法令及び定款等への適合性を審議し、経営上の意思決定を行っております。

 ②監査役は、監査役会を毎月開催し、監査役相互による意見交換を行っております。ま

た、監査役は、会計監査人ならびに内部監査室との間で定期的に情報交換等を行い、

取締役会を含む重要な会議への出席を通じて、取締役の職務執行、法令、定款等の遵

守等について監査を実施しております。

 ③内部統制委員会は、年次の内部統制評価の基本計画に基づく内部統制評価を実施し、取

締役会にその結果を報告しております。

 ④情報セキュリティ委員会は、セキュリティリスクの見直しを実施し、リスク対策を検討

しております。また内部監査人による内部監査を実施し、結果を社長に報告し、不適

合については適切な是正措置を実施しております。

 ⑤当社は、使用人の日常のセキュリティ意識、及びコンプライアンス意識を高めるため、

全社員を対象とした社内研修を年1回実施しております。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

船 舶

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,166,770

1,977,833

166,747

28

800

21,360

1,433,945

271,303

106,398

0

4,734

29,478

129,691

1,000

266,313

3,704

148,984

113,623

896,329

653,278

226,971

25,386

△9,307
　

流 動 負 債 189,005

買 掛 金 14,204

未 払 法 人 税 等 88,560

賞 与 引 当 金 26,823

そ の 他 59,415

固 定 負 債 360,488

繰 延 税 金 負 債 71,179

退職給付に係る負債 58,850

役員退職慰労引当金 230,458

負 債 合 計 549,493

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,831,623

資 本 金 191,445

資 本 剰 余 金 191,230

利 益 剰 余 金 2,467,608

自 己 株 式 △18,659

その他の包括利益累計額 214,288

その他有価証券評価差額金 213,239

為替換算調整勘定 1,049

非 支 配 株 主 持 分 5,309

純 資 産 合 計 3,051,222

資 産 合 計 3,600,716 負 債 純 資 産 合 計 3,600,716

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,302,170

売 上 原 価 181,399

売 上 総 利 益 1,120,770

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 567,334

営 業 利 益 553,435

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 11,484

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 3,343

そ の 他 1,124 15,952

営 業 外 費 用

為 替 差 損 4,348

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9,307

そ の 他 704 14,360

経 常 利 益 555,027

特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 益 54,758

投 資 有 価 証 券 売 却 益 79 54,837

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 34 34

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 609,830

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 186,372

法 人 税 等 調 整 額 5,435 191,807

当 期 純 利 益 418,022

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 △4,420

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 422,443

連 結 損 益 計 算 書
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（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 191,445 191,230 2,151,013 △18,523 2,515,165

連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △105,848 △105,848

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

422,443 422,443

自 己 株 式 の 取 得 △135 △135

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額 (純額 )

連結会計年度変動額合計 － － 316,594 △135 316,458

当連結会計年度末残高 191,445 191,230 2,467,608 △18,659 2,831,623

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価
差 額 金

為替換算調整勘定
その他の包括利益累
計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 194,995 △1,209 193,786 9,450 2,718,401

連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △105,848

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

422,443

自 己 株 式 の 取 得 △135

株主資本以外の項目の連結
会計年度変動額 (純額 )

18,244 2,258 20,502 △4,140 16,362

連結会計年度変動額合計 18,244 2,258 20,502 △4,140 332,820

当連結会計年度末残高 213,239 1,049 214,288 5,309 3,051,222

連結株主資本等変動計算書
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・会社名 日本福祉車両販売株式会社

・持分法を適用しない理由 　当期純損益及び利益剰余金等の及ぼす影響が軽
微であり、かつ重要性がないため持分法の適用範
囲から除外しております。

　株式会社ミネルバグランディールにつきまして
は、当連結会計年度において株式を売却したた
め、連結の範囲から除外いたしました。

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 ジェイ・コア株式会社

千車科技（北京）有限公司
Value able Co.,Ltd.

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数　　１社
・会社名 株式会社エヴリス

② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

③ 持分法適用手続に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と
異なる会社については、各社、直近の事業年度に
係る計算書類を使用しております。

(3) 連結の範囲又は持分法の適用範囲の変更に関する注記

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次の通りです。
　　　・千車科技（北京）有限公司　　　　　12月31日
　　　・Value able Co.,Ltd.　　　　　　 　12月31日

　決算日が12月31日の連結子会社については、連結計算書類の作成にあたり、連結子
会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
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・市場価格のない株式等以外
のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
なお、債券のうち「取得原価」と「債券金額」と
の差額の性格が金利の調整と認められるものにつ
いては、償却原価法（定額法）により原価を算出
しております。

・市場価格のない株式等 　主として移動平均法による原価法を採用してお
ります。

(5) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

ロ. 棚卸資産 　個別法による原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採
用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備については定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
建物　　　　　　　　４～38年
工具、器具及び備品　４～15年

ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（5年）に基づいて
おります。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額
のうち当連結会計年度負担額を計上しておりま
す。

ハ. 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員
退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要支
給額を計上しております。

ニ. 受注損失引当金 　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当
連結会計年度末時点で将来の損失が見込まれ、
かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能
なものにつきましては、翌連結会計年度以降に
発生が見込まれる損失額を計上しております。
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④ 収益及び費用の計上基準

　当社グループの顧客との契約から生じる収益は、主に自動車関連事業者向けの業
務支援におけるシステム提供によるものであり、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することとしております。
　取引の対価は履行義務を充足してから２ヶ月以内に受領しており、重要な金融要
素は含まれておりません。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ. 退職給付に係る負債の計上基準　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用し
ております。

ロ.のれんの償却方法及び償却期間　　その効果の発現する期間を見積り、当該期間
にわたり均等償却しております。僅少のものに
ついては一括償却しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービ
スの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる
金額で収益を認識することとしております。
　これによる連結計算書類への影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第
19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-
２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針
を、将来にわたって適用することといたしました。
　これによる連結計算書類への影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳
等に関する事項等の注記を行うこととしました。

３. 会計上の見積りに関する注記
・繰延税金資産の回収可能性
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金負債(純額)71,179千円
（繰延税金負債相殺前の繰延税金資産の金額は、31,878千円）

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
　当社グループの連結計算書類に計上されている繰延税金資産は、将来減算一時
差異について、将来の収益力に基づく課税所得により回収が見込まれる金額に対
して認識しております。

②主要な仮定
　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、翌期の予算計画を基礎としてお
り、その主要な仮定は、予想売上高であります。予想売上高は、得意先の年間売
上情報を基に算定しております。
　なお、これらの主要な仮定については、主に翌期に係る予想に限定されている
ため、可能な限り変動要素を含まない入手可能な情報を基に算定しております。
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  有形固定資産の減価償却累計額 254,393千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,570,000株 －株 －株 3,570,000株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年６月23日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 105,848 30 2021年３月31日 2021年６月24日

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年６月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 176,410 利益剰余金 50 2022年３月31日 2022年６月23日

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響
　主要な仮定である売上高の予想は、売上高が変動することに伴い、将来の課税
所得の見積額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な
影響を与える可能性があります。
　また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、経済や企業活動に甚大な影響
を与えており、依然として国内経済は先行き不透明な状況が続くものと推測して
おります。ただし、当社グループにおいては、重要な影響は発生しておりませ
ん。
　このような状況を踏まえ、その影響は限定的であるとの仮定に基づき当連結会
計年度末における繰延税金資産の回収可能性を判断しております。しかしなが
ら、新型コロナウイルス感染症の収束が遅延し、想定を超える需要への影響が生
じた場合には、翌年度以降の当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投 資 有 価 証 券 590,651千円 590,651千円 －　千円

６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は主に流動性の高く投資リスクの少ない金融資産

で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

  有価証券及び投資有価証券は、主に投資信託、業務上の関係を有する企業の株式

であり市場価格の変動リスクに晒されております。

  営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 　 当社は、販売管理規程に従い営業債権について、各部門長へ毎月未入金リスト

を回付し、取引先への連絡を行っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価等を把握してお

ります。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払が実行できなくなるリスク）

　　当社は、手許流動性の維持などにより流動性のリスク管理をしております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算出された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

　なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額62,627千円）は投資有価証

券には含めておりません。また「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」は短期間で

決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 540,836 － － －

社債 49,815 － － －

(注)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算

定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も

低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表に計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表に計上額としない金融資産及び金融負債

該当はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
　上場株式、社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活
発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しておりま
す。
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主要な財又はサービスのライン システム業務支援（千円）

ＣＡ Ｄｏｃｔｏｒ

シスろけっと

車種データベース

ＲＶドクター

その他

612,127

237,306

204,010

139,778

108,948

顧客との契約から生じる収益 1,302,170

収益認識の時期

一時点で移転されるサービス

一定期間にわたり移転されるサービス

75,741

1,226,429

顧客との契約から生じる収益 1,302,170

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 133,235千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 166,747

(1) １株当たり純資産額 863円30銭

(2) １株当たり当期純利益 119円73銭

７. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記「(5)会計方針に

関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

② 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度における残存履行義務に配分された取引価格はございません。

８. １株当たり情報に関する注記

９. 重要な後発事象に関する注記

　　取得による企業結合
　当社は、2022年4月1日開催の取締役会において、Inspiration株式会社（以下、Insp社）

の株式譲渡契約を締結することを決議し、2022年4月15日付で全株式を取得しました。

（1）企業結合の概要

① 被取得企業の概要

     被取得企業の名称：Inspiration株式会社

     事業の内容　　　：自動車販売店向けソリューション事業
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② 企業結合を行った主な理由

　当社グループは「自動車関連事業者向け業務支援」を国内外において展開する企業グ

ループです。当社が掲げる社是「Co-Creation」のもと、当社が強みとする自動車にまつ

わる各種データベースや自動車の価値算出ノウハウなどの基礎技術をオートリース、自

動車ファイナンス、新車販売店メーカーなど、業界毎のご要望にお応えし、カスタマイ

ズやシステム商品開発を行っております。

　Insp社は、主に自動車ディストリビューター向けシステム開発や、自動車販売店向け

ソリューション事業を展開している会社であり、特に輸入車インポーターや輸入車新車

販売店におけるソリューションを得意分野として事業展開し、当社が有しない分野での

豊富な実績を有しております。

　「100年に一度と言われる自動車業界の大変革の時代」と言われるなか、当社グループ

が今後さらなる事業発展を遂げるためには、現商品の拡充、顧客幅の拡大、新商品の開

発が不可欠であると考えております。当社グループとInsp社は、広義では同じ業界に属

しているものの、事業領域や顧客領域、また商品特性は、それぞれ個別に独立している

ことから、２社がそれぞれに有するネットワークやノウハウを組み合わせることで、こ

れまで以上に幅広い事業領域、顧客領域での展開、また新商品の開発を行うことが可能

となります。

　その結果、今後当社グループの企業価値向上に寄与していくものとの考えから、同社

の株式を取得し子会社化することを決定しました。

③ 企業結合日

　2022年4月15日

④ 企業結合の法的形式

　株式取得

⑤ 企業結合後の企業の名称

　変更はありません。

⑥ 取得する議決権比率

　100%

⑦取得企業を決定するに至った根拠

　当社が現金を対価として株式を取得することによります。

（2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価（現金）　　　821,000千円

　取得原価　　　　　　　　821,000千円

(3)アドバイザリー他に対する報酬・手数料等（概算額）

　24,032千円

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

（5）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

10. その他の注記

　　　特記事項はありません。
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（2022年3月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

船 舶

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,007,444

1,820,834

165,495

28

15,117

5,464

853

△349

1,466,040

269,202

106,188

0

4,734

27,587

129,691

1,000

263,425

142,579

120,846

933,412

590,651

91,201

12,603

226,971

21,292

△9,307
　

流 動 負 債 185,570

買 掛 金 14,406

未 払 金 15,126

未 払 費 用 496

未 払 法 人 税 等 87,371

預 り 金 3,389

賞 与 引 当 金 26,823

そ の 他 37,957

固 定 負 債 351,508

繰 延 税 金 負 債 62,199

退 職 給 付 引 当 金 58,850

役員退職慰労引当金 230,458

負 債 合 計 537,079

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,723,166

資 本 金 191,445

資 本 剰 余 金 191,230

資 本 準 備 金 191,230

利 益 剰 余 金 2,359,150

利 益 準 備 金 1,365

その他利益剰余金 2,357,785

別 途 積 立 金 60,000

繰越利益剰余金 2,297,785

自 己 株 式 △18,659

評価・換算差額等 213,239

その他有価証券評価差額金 213,239

純 資 産 合 計 2,936,405

資 産 合 計 3,473,485 負 債 純 資 産 合 計 3,473,485

貸　借　対　照　表
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（ 2021年4月 1日から
2022年3月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金            額

売 上 高 1,275,772

売 上 原 価 184,272

売 上 総 利 益 1,091,499

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 510,368

営 業 利 益 581,130

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 11,686

そ の 他 1,023 12,709

営 業 外 費 用

為 替 差 損 4,348

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9,307 13,656

経 常 利 益 580,184

特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 益 4,357

投 資 有 価 証 券 売 却 益 79 4,437

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 34 34

税 引 前 当 期 純 利 益 584,587

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185,182

法 人 税 等 調 整 額 5,435 190,618

当 期 純 利 益 393,969

損　益　計　算　書
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（ 2021年4月 1日から
2022年3月31日まで ）

 （単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 191,445 191,230 1,365 60,000 2,009,665 2,071,030 △18,523 2,435,181

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △105,848 △105,848 △105,848

当期純利益 393,969 393,969 393,969

自己株式の取
得

△135 △135

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 　 　  額 )

当期変動額合計 － － － － 288,120 288,120 △135 287,984

当 期 末 残 高 191,445 191,230 1,365 60,000 2,297,785 2,359,150 △18,659 2,723,166

評価・換算
差 額 等

純資産合計
その他有価
証券評価差
額 金

当 期 首 残 高 194,995 2,630,176

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △105,848

当期純利益 393,969

自己株式の取
得

△135

株主資本以外の
項目の当期変動額
( 純 　  　 額 )

18,244 18,244

当期変動額合計 18,244 306,228

当 期 末 残 高 213,239 2,936,405

株主資本等変動計算書
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・市場価格のない株式等以外
のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
なお、債券のうち「取得原価」と「債券金額」と
の差額の性格が金利の調整と認められるものにつ
いては、償却原価法（定額法）により原価を算出
しております。

・市場価格のない株式等 　主として移動平均法による原価法を採用してお
ります。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価
方法

　個別法による原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採
用しております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 　定率法を採用しております。ただし、1998年4
月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）及
び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。
　建物　　　　　　　　４～38年
　工具、器具及び備品　４～15年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社
内における利用可能期間（5年）に基づいており
ます。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額
のうち当期負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

④ 役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退
職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお
ります。

⑤ 受注損失引当金 　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期
末時点で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失
額を合理的に見積ることが可能なものにつきまし
ては、翌期以降に発生が見込まれる損失額を計上
しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 252,079千円

短期金銭債権 352千円
短期金銭債務 3,630千円

　 　　売上高 8,740千円

　 　　外注費 10,986千円

　 　　営業取引以外の取引高 40,153千円

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益は、主に自動車関連事業者向けの業務支援に
おけるシステム提供によるものであり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移
転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしております。
　取引の対価は履行義務を充足してから２ヶ月以内に受領しており、重要な金融要
素は含まれておりません。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額
で収益を認識することとしております。
　これによる計算書類への影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項
及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将
来にわたって適用することといたしました。
　これによる計算書類への影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記
・繰延税金資産の回収可能性
(1)当事業会計年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債(純額)62,199千円
（繰延税金負債相殺前の繰延税金資産の金額は、31,878千円）

　その他見積りの内容に資する情報については、連結注記表「３．会計上の見積り
に関する注記・繰延税金資産の回収可能性」の内容と同一のため、記載を省略して
おります。

４. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

５. 損益計算書に関する注記

　  関係会社との取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 41,701株 82 株 － 株 41,783株

（繰延税金資産）

未払事業税 4,577千円

賞与引当金 8,208千円

貸倒引当金 2,955千円

役員退職慰労引当金 70,520千円

退職給付引当金 18,008千円

関係会社株式評価損 7,709千円

投資有価証券評価損 9,170千円

子会社出資金評価損 23,204千円

その他 1,085千円

繰延税金資産小計 145,438千円

 評価性引当額 △113,560千円

繰延税金資産総計 31,878千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 94,078千円

繰延税金負債合計 94,078千円

繰延税金負債の純額 62,199千円

属 性
会社等
の名称

資本金
又は出
資 金

（千円）

事業の
内 容

議決権等の
所 有
（被所有）
 割合（％）

関 係 内 容
取引の
内 容

取引金額
( 千 円 )

科 目
期 末 残 高
( 千 円 )役員の

兼務等
事業上
の関係

子会社
ジェイ・コア

株式会社
100,000

システム
開発受託

所有
直接
100％

役員兼務
3名

業務受託

開発受託 30,579
ソフトウ
エ ア

5,921

ソフトウ
エア仮勘
定

24,297

外注受託 8,560 買 掛 金 3,630

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

（注)自己株式の増加は、単元未満株式の買取り82株による増加分であります。

７. 税効果会計に関する注記

 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. 関連当事者との取引に関する注記

子会社等

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等

上記の取引金額は、一般の取引条件同様に決定しております。
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主要な財又はサービスのライン システム業務支援（千円）

ＣＡ Ｄｏｃｔｏｒ

シスろけっと

車種データベース

ＲＶドクター

その他

612,127

237,306

204,010

114,530

107,798

顧客との契約から生じる収益 1,275,772

収益認識の時期

一時点で移転されるサービス

一定期間にわたり移転されるサービス

74,591

1,201,180

顧客との契約から生じる収益 1,275,772

当事業年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 133,235千円

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 165,495

９. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記「(5)収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

② 残存履行義務に配分した取引価格

当事業年度における残存履行義務に配分された取引価格はございません。
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(1) １株当たり純資産額 832円26銭

(2) １株当たり当期純利益 111円66銭

９. １株当たり情報に関する注記

１０. 重要な後発事象に関する注記

　　　取得による企業結合
　2022年4月1日開催の取締役会において、Inspiration株式会社（以下、Insp社）の

株式譲渡契約を締結することを決議し、2022年4月15日付で全株式を取得しました。　

なお、詳細につきましては、「連結計算書類　連結注記表　9.重要な後発事象に関

する注記」に記載のとおりであります。

１１. その他の注記

　　　特記事項はありません。
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EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 山 精 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川 　 宗

独立監査人の監査報告書

2022年5月23日

システム・ロケーション株式会社

取締役会　御中

　
監査意見

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、システム・ロケーション株式会
社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、システム・ロケーション株式会社及び連結子会社からなる企業集団
の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の
表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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EY新日本有限責任監査法人

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 山 精 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 長 谷 川 　 宗

独立監査人の監査報告書

2022年5月23日

システム・ロケーション株式会社

取締役会　御中

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、システム・ロケーション
株式会社の２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの第５４期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、
企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表
示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

   以　　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第54期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以
下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状
況を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に
違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容
及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2022年5月23日

システム・ロケーション株式会社　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 小 島 　 　 寔 ㊞

社 外 監 査 役 鈴 木 　 清 雄 ㊞

社 外 監 査 役 山 中 　 雅 雄 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　　期末配当に関する事項

　第54期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘案

し、また2022年7月1日をもちまして創業30周年を迎えることにあたり、以下のとおりといた

したいと存じます。

① 配当財産の種類

　金銭

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金50円

　(普通配当30円、記念配当20円）

　なお、この場合の配当総額は176,410,850円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　2022年6月23日
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）

第19条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、および計算

書類に記載または表示をすべき事項に係る

情報を、法務省令に定めるところに従いイ

ンターネットを利用する方法で開示するこ

とにより、株主に対して提供したものとみ

なすことができる。

（削　除）

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定す

る改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が導入

されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであります。

（1）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定める

ことが義務付けられることから、変更案第19条（電子提供措置等）第１項を新設する

ものであります。

（2）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面

交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に

限定することができるようにするため、変更案第19条（電子提供措置等）第２項を新

設するものであります。

（3）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第19条（株主総会参考書類

等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するも

のであります。

（4）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、

本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）

（新　設） 第19条　当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報につ

いて電子提供措置をとる。

２　当会社は、電子提供措置をとる事項のう

ち法務省令で定めるものの全部又は一部に

ついて、議決権の基準日までに書面交付請

求をした株主に対して交付する書面に記載

することを要しないものとする。

（新　設） （附則）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措

置）

（新　設） 第１条　定款第19条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提供）の削除

及び定款第19条（電子提供措置等）の新設

は、2022年９月１日から効力を生ずるもの

とする。

２　前項の規定にかかわらず、2022年９月１

日から６か月以内の日を株主総会の日とす

る株主総会については、定款第19条（株主

総会参考書類等のインターネット開示とみ

なし提供）は、なお効力を有する。

３　本条の規定は、2022年９月１日から６か

月を経過した日又は前項の株主総会の日か

ら３か月を経過した日のいずれか遅い日後

にこれを削除する。
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ふり

氏

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　

 

　
がな

名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社

の 株 式 数

い

井
さか

坂

 

　
しゅん

俊
たつ

達

（1969年11月12日生）

1990年11月 井上斎藤監査法人(現有限責任

あずさ監査法人）入所

1996年９月 メリルリンチ証券会社入社

2000年５月 井坂公認会計事務所開業

2001年11月　　㈲エフ・ティ・アイ取締役就任

                       (現任）

2005年１月 当社監査役就任

2006年６月 当社常勤監査役就任

2015年６月 当社管理部管掌取締役就任

2018年６月 当社管理部管掌取締役退任

16,200株

【選任理由】

井坂俊達氏は、当社の監査役及び管理部管掌取締役の経験があり、当社の事業内容に精通

しているだけではなく、当社管理部門の業務を深く理解しております。また、同氏は公認

会計士として財務及び会計に関する高い知見を有しております。

当社事業内容に精通し、かつ高い専門性を活かして当社取締役会の機能強化が期待できる

人材と判断し、取締役として選任いたしました。

第３号議案 取締役１名選任の件

　経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役１名の選任をお願いするも

のであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社定款の定めにより、他の在任取締

役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

 （注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責

任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者の損害賠償訴訟等の損害を

当該保険契約によって塡補することとしております（ただし、違法に利益または便

宜を得たことや、犯罪行為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取締法規

に違反することを認識しながら行った行為の場合を除く）。候補者が取締役に選任

され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は

次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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がな

名

（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位

（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社

の 株 式 数

ご

後
とう

藤

 

　
きよ

清
ふみ

文

(1957年11月18日生)

1981年４月 東海銀行（現 三菱UFJ銀行）入行

2001年４月 UFJホールディングス出向

2003年２月 トヨタファイナンシャルサービス（株）入

社

2006年６月 トヨタファイナンス（株）執行役員総合企

画部長

2008年６月 トヨタファイナンス（株）取締役

2010年６月 トヨタファイナンス（株）常務取締役

2014年６月　トヨタファイナンス（株）専務取締役

2019年６月　トヨタファイナンシャルサービス（株）エ

グゼクティブ・アドバイザー

2021年７月 当社顧問（現任）

0株

【選任理由】

金融機関に長年勤務した金融・財務の分野における高い専門的知識と、トヨタファイナン

ス㈱及びトヨタファイナンシャルサービス㈱で要職を歴任された豊富な経験と幅広い見識

をもとに、当社の経営陣から独立した立場で総合的かつ中立的・客観的な監査をできるも

のと判断し、監査役として選任いたしました。

第４号議案 監査役１名選任の件

　監査役小島寔氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１名

の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

　(注）1. 新任の監査役候補者であります。

２. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３. 候補者は社外監査役候補者であります。

４. 候補者の選任が承認された場合、当社と同氏の間で、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の賠償責任を法令が定める額の範囲に限定する契約を締

結する予定であります。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任

保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険者の損害賠償訴訟等の損害を当

該保険契約によって塡補することとしております（ただし、違法に利益または便宜

を得たことや、犯罪行為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取締法規に

違反することを認識しながら行った行為の場合を除く）。候補者が監査役に選任さ

れ就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次

回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第５号議案　取締役の報酬額改定の件

　当社の取締役の報酬額は、2000年5月25日開催の第32回定時株主総会において、年額100百万

円以内と決議いただき今日に至っておりますが、その後の経済情勢の変化など諸般の事情を考

慮いたしまして、取締役の報酬額を年額150百万円以内（うち社外取締役分12百万円以内）と

改めさせていただきたいと存じます。また、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼務取締

役の使用人分給与は含まないものといたしたいと存じます。

　本議案は、当社の事業規模、役員報酬体系やその支給水準、現在の役員の員数及び今後の動

向等を総合的に勘案しつつ、相当であるものと判断しております。

　また、当社の取締役の報酬等の内容にかかる決定方針は事業報告13ページに記載のとおりで

あります。

　なお、現在の取締役は５名（うち社外取締役１名）でありますが、第３号議案が原案どおり

承認可決されますと、取締役は６名（うち社外取締役１名）となります。

氏 名 略 歴

小 島 　 寔 2015年６月　当社常勤監査役（現任）

第６号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　監査役小島寔氏は、本総会終結の時をもって任期満了により退任されますので、在任中の功

労に報いるため、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈するこ

とといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議によることにご一任願いたい

と存じます。

　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

以上
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株主総会会場ご案内図

会場　　東京都目黒区東山２丁目６番３号　本社ビル５階会議室

警視庁第三方面本部

至渋谷

ソプラタワー

目黒川

至三軒茶屋

みずほ銀行
ＡＴＭ

目黒東山二局

東急田園都市線

玉川通り

山
手
通
り

システム・ロケーション株式会社

池尻大橋

目黒大橋局

東口

ＧＳ出光石油

セブンイレブン

東急労働会館

大橋ＪＣＴ

東邦大医療センター大橋病院

ＳＬＣ目黒
東山ビル

クリーニング屋

（交通アクセス）

東急田園都市線　池尻大橋駅下車　東口より徒歩６分



証券コード 2480 
株 主 各  位  

会 社 名  システム・ロケーション株式会社 

代表者名  代表取締役社長 千村 岳彦 

問合せ先 専務取締役管理部管掌 前田 格                           

       TEL 03-6452-2864（代表） 

 

「第54期定時株主総会招集ご通知」一部訂正のお知らせ 

 

2022 年 6 月 3 日付でご送付いたしました、当社「第 54 期定時株主総会招集ご通知」の記載事項の一部に訂

正すべき事項がございましたので、ここにお詫び申し上げますとともに、下記のとおり訂正のご連絡をさせて

いただきます。 
 

記 

１．訂正箇所 

「第 54 期定時株主総会招集ご通知」 5 ページ 

   １．企業集団の現況（1）当連結会計年度の事業の状況  ①事業の経過及び成果 3 段落目 

 

２. 訂正内容（訂正箇所に下線 を付しております） 

  【訂正前】 このような社会環境の中、自動車業界全体においては、半導体の供給逼迫の影響 

を受け、世界的な減産となり、国内においても新車販売台数が約 23万台減(前期比 

9.4%減)と 3 年連続のマイナス、2年連続で 500万台割れとなり、新車販売店にお 

いては「受注残を抱えるも売上が上がらない」と言う状況が続き、業績や資金繰り 

への厳しい影響が拡大しております。中古車市場においては、新車長納期化による 

下取りの停滞や中古車需要増により、中古車価格が高騰し中古車競売価格が過去 10 

年の最高値を更新するも、約 374万台(前期比 2.9%減)と概ね前期並みの水準に留 

まりました。 

  【訂正後】 このような社会環境の中、自動車業界全体においては、半導体の供給逼迫の影響 

を受け、世界的な減産となり、国内においても新車販売台数が約 44万台減(前期比 

9.5%減)と 3 年連続のマイナス、2年連続で 500万台割れとなり、新車販売店にお 

いては「受注残を抱えるも売上が上がらない」と言う状況が続き、業績や資金繰り 

への厳しい影響が拡大しております。中古車市場においては、新車長納期化による 

下取りの停滞や中古車需要増により、中古車価格が高騰し中古車競売価格が過去 10 

年の最高値を更新するも、登録台数は約 364万台(前期比 5.5%減)に留まりました。 
 

以上 
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